
様式第２号（第４条関係） ● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する
Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要

Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要

Ｄ ： 事務事業の廃止が相当

１■事務事業の概要

　 部
課

又は施設

②項

対象と
対象の数

２■事務事業実施の状況

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

活動実績
ａ（単位)
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）

合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

単年度
担当課評価

ＡＡ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２４年度

Ａ

　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

105.3 120.8 126.9

３－1　評価結果
(アウトカム自己分
析）

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２１年度

4,002２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

101.2 78.7 113.4 114.1 95.1

　平成２６年度 　平成２７年度

指標対応実
績（人)

3,870 2,989 4,311 4,337 4,592 4,823

　平成２１年度 　平成２２年度

3,615

講習会１回当たり
13.1

講習会１回当たり
11.8

講習会１回当たり
11.3

　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２５年度

アウトプット実績（活動数値）の補足説明 活動実積：普通Ⅰ・Ⅱ救命講習32回(382人)、上級救命講習4回(27人)、一般救急講習115回（4,414人)　　　計151回(4,823人)。
人件費：普通Ⅰ・Ⅱ救命講習｛(Ⅰ32回×3h＋Ⅱ0回×4ｈ)×2人＋上級救命講習(4回×8ｈ×2人)＋一般救急講習(115回×1h×2.5人)｝×2,900円＝1,576,000円
直接経費：講習資料代（テキスト、フェイスシールド他）　300円×409人＝122,700円

２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

　平成１８年度 　平成１９年度

1,748 1,470 1,699

講習会１回当たり
21.5

講習会１回当たり
25.1

講習会１回当たり
12.7

講習会１回当たり
12.3

講習会１回当たり
12.1

当たり 当たり

1,493 1,374 1,576

2,408 3,187 1,741 1,849 1,883

255 96 123

2,178 2,989 1,585 1,688 1,614

133回(4,002人) 125回(4,592) 151回（4,823）

230 198 156 161 269

　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

112回(3,870人) 127回(2,989人) 137回(4,311人) 150回(4,337人) 155回(3,615人)

　平成２０年度 　平成２１年度 　平成２２年度

２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

事務事業成果指標名 前期目標値(単位) 後期目標値(単位) 指標の説明

　普通救命講習会等受講者数(人) 2,700(人) 3,800(人)
　ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の普及に伴い、ＡＥＤ取扱いを含めた救急講習を推進することにより、現状値
に毎年５０人程度の増加を目標とした。

　一般公募の普通救命講習受講者の増加を図るため、比較的受講希望の多い曜日と時間に変更した。ＡＥＤ設置施設での講習は、依頼の増加を図るため、講習の案内をすると共に要望を確かめ対応策を練る必要があ
る。東日本大震災により、東海・東南海地震への備えとして応急手当を広める良い機会である。
　Ｗｅｂ講習（約1時間の講習により、実技講習2時間のみを消防署等で受講することにより普通救命受講扱い）、救命入門コース（90分）、普通救命講習を二日間に別けての受講等、受講希望者の時間的負担を軽減で
きる制度を取り入れた。普通救命講習の受講者が減少しているのに対し、一般救急講習の受講者が大きく増加しているので、応急手当てに関する市民の関心は高いと思われる。
　一般公募の普通救命講習Ⅰについては、前年度２１回募集し１０回（受講者数４名以上で開催）の開催となり約半数（47.6％）の講習が受講生不足のため未開催となった。未開催の講習増加の原因として開催数を増
やしたことによる受講生の分散が考えられるため、次年度については開催数を半減（月１回開催）することにより、安定した定期開催を行いたい。

２－１事務事業の
実施における基本
認識

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み 社会状況等の事務事業がおかれる環境把握 市民ニーズの認識

1 ―3―2―3―2

１－４事務事業の
目的の精査

豊明市民及び市内在勤者
意図（対象を事務事業によっ
てどのような状態にするの
か）

　大規模災害及び家庭・事業所においての傷病者発生時に、救急隊到着までの応急手当が実施できるように、応急手当の普及啓発活動を推進し
て、救命率の向上を図る。

１－５事務事業の
内容

　　命にかかわる重大な病気や怪我をした時、そばにいる人の適切な救命手当が傷病者の命を守ります。
　　尊い命を救うために心肺蘇生法、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の取扱い講習を行い、より多くの市民に救命手当の知識、技術を身につけていただく。

　⑤単位施策(小） 　普通救命講習会等の充実 コード

コード 1― 3 ―2

「安全・安心で、うるおいのあるまちづくり」 　④単位施策(中） 　救急体制の充実 コード 1―3 ― 2― 3

救急第３係 評価票作成者 救急第３担当係長　大川邦博

１－３総合計画に
おける施策の体系

①節
生活環境 　③基本施策 　消防・救急

生活安全・安心

１－１事務事業の
名称

普通救命講習会等事業（主要事業）

１－２担当 消防本部 消防署 係



４■新規事業

５■事務事業の総合評価結果

６■次年度事業への反映

市

現状・課題

課題に対する改善策

事務事業の目的達成のためにできる新たな取組み
（可能な限り協働の視点重視）

これまであまり講習会で指導を行っていない普及員へ講習参加依頼を行い、訓練参加できる普及員数を増やし個人に掛かる負担を軽減する。普及員講習については、今後も継
続的に開催し、普及員の増員を行う。

特になし

協働者となり得る主体・協働し担う役割

（　　　　　　　　　　）

事務事業の方向性
内容 Ａ 継続 大規模災害等発生時に公助の手が及ぶまでの間、自助共助を行うための知識、技術の習得の場となるような講習の開催を目指す。

他団体等と協働し行った事業内容・
各々が担った役割

事業実施における課題

事業実施により効果があったこと
普通救命講習会等で普及員（ＮＰＯ・市民団体）の協力を得られることにより消防署外で行われる講習会への消防職員の派遣人員の削減ができた。結果として消防署の出動体
制に万全を期すことができた。

市
普通救命講習会等の開催、講習会場の提供、講習資器材の購入及び修了証の発行。また、普及員講習により講習指導者の育成を行い講習指導者の増強を図
る。

ＮＰＯ・市民団体 市開催の普通救命講習会等への指導者としての参加及び普通救命講習等の独自開催。

普及員の高齢化及び講習に参加できる普及員が少人数であるため、一部の普及員にのみ負担が増えている。

他団体等との協働の有無・協働主体３－２

Ａ

結果
　救命講習受講者、特に一般救急講習の受講者が増えているので、これに対処できる体制を万全にされたい。また、普通救命講習会等に協力していただける普及員（ＮＰＯ・市民）について、モチ
ベーションを高める工夫を図り人員の確保に努められたい。

平成25年度
総合評価の結果

審査会による改善方向の指示

新規事業

市民（個人・家庭） ＮＰＯ・市民団体 区・町内会 企業・農協・商工会 学校 国・県・市町 その他 なし


